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（福岡市博多区祇園町７番20号（博多祇園センタープレイス））

北海道支社

（札幌市中央区北三条西４丁目１番地１（日本生命札幌ビル））

東北支社

（仙台市青葉区一番町１丁目９番１号（仙台トラストタワー））

四国支社
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 横浜支社

（横浜市西区みなとみらい２丁目３番５号（クイーンズタワーＣ棟））

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

（注）  東京本社並びに京都支店、神戸支店及び奈良支店を除く支店、支社は金融

商品取引法の規定による縦覧に供するべき支店ではないが、投資家の便宜

のため縦覧に供するものである。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第96期

前第３四半期
連結累計期間

第97期
当第３四半期
連結累計期間

第96期
前第３四半期
連結会計期間

第97期
当第３四半期
連結会計期間

第96期

会計期間

自  平成21年
４月１日

至  平成21年
12月31日

自  平成22年
４月１日

至  平成22年
12月31日

自  平成21年
10月１日

至  平成21年
12月31日

自  平成22年
10月１日

至  平成22年
12月31日

自  平成21年
４月１日

至  平成22年
３月31日

売上高 （百万円） 327,046 314,078 106,028 100,861 496,751

経常利益 （百万円） 15,728 15,345 2,168 4,920 27,699

四半期（当期）純利益 （百万円） 8,008 9,105 918 2,833 13,055

純資産額 （百万円） － － 308,725 318,960 316,406

総資産額 （百万円） － － 488,199 477,646 509,518

１株当たり純資産額 （円） － － 1,247.481,289.011,278.49

１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 32.39 36.83 3.71 11.46 52.80

潜在株式調整後

１株当たり

四半期（当期）純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 63.2 66.7 62.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 28,194 △437 － － 50,001

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,803 △3,833 － － △682

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,367 △3,206 － － △5,143

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － － 76,504 86,056 94,191

従業員数 （人） － － 9,181 9,198 9,118

（注） １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２  売上高には、消費税等は含まれていない。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため記載していな

い。
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２【事業の内容】

  当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。

 

３【関係会社の状況】

  当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 9,198

（注）  従業員数は就業人員数である。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 6,983

（注）  従業員数は就業人員数である。
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第２【事業の状況】
（注）１  記載金額は消費税等抜きの金額で表示している。

２  百万円未満の端数を切捨てて表示している。

 

１【生産、受注及び販売の状況】

  当社グループが営んでいる事業の大部分を占める設備工事業（建設事業）では生産実績を定義することが困難で

あり、設備工事業（建設事業）においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわない。

  また、当社グループにおいては、設備工事業（建設事業）以外では受注生産形態をとっていない。

  なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

 

設備工事業（建設事業）における受注工事高及び完成工事高の状況

(1）受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 工事種別
期首繰越
工事高
（百万円）

期中受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中完成
工事高
（百万円）

期末繰越
工事高
（百万円）

前第３四半期累計期間

（自  平成21年４月１日

至  平成21年12月31日）

配電工事 11,67956,42168,10155,00313,097

一般電気工事 233,876181,828415,704151,240264,464

情報通信工事 12,55644,98257,53844,16313,375

環境関連工事 21,36117,41238,77414,25724,516

電力その他工事 52,390 9,937 62,32729,04133,285

計 331,864310,582642,446293,707348,739

当第３四半期累計期間

（自  平成22年４月１日

至  平成22年12月31日）

配電工事 9,892 57,12667,01954,40412,615

一般電気工事 224,480167,356391,836157,945233,890

情報通信工事 8,821 43,29652,11740,86411,253

環境関連工事 23,74416,76640,51118,96921,541

電力その他工事 24,353 5,941 30,294 6,736 23,558

計 291,292290,487581,779278,920302,859

前事業年度

（自  平成21年４月１日

至  平成22年３月31日）

配電工事 11,67975,81487,49477,601 9,892

一般電気工事 233,876236,320470,196245,716224,480

情報通信工事 12,55659,08471,64062,818 8,821

環境関連工事 21,36127,57148,93325,18823,744

電力その他工事 52,39012,92465,31440,96124,353

計 331,864411,715743,579452,286291,292

（注）１  前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増

減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２  期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。
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(2）受注工事高

期別 得意先
受注工事高

（百万円） （％）

前第３四半期会計期間

（自  平成21年10月１日

至  平成21年12月31日）

関西電力株式会社 20,245 23.8

官公庁 3,228 3.8

一般民間会社 61,442 72.4

計 84,916 100

当第３四半期会計期間

（自  平成22年10月１日

至  平成22年12月31日）

関西電力株式会社 20,381 21.3

官公庁 4,081 4.3

一般民間会社 70,991 74.4

計 95,454 100

 

(3）完成工事高

期別 得意先
完成工事高

（百万円） （％）

前第３四半期会計期間

（自  平成21年10月１日

至  平成21年12月31日）

関西電力株式会社 20,942 21.8

官公庁 2,214 2.3

一般民間会社 72,799 75.9

計 95,956 100

当第３四半期会計期間

（自  平成22年10月１日

至  平成22年12月31日）

関西電力株式会社 20,050 22.6

官公庁 2,507 2.8

一般民間会社 66,286 74.6

計 88,844 100

（注）  前第３四半期会計期間及び当第３四半期会計期間における完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相

手先は、関西電力株式会社である。

 

(4）手持工事高（平成22年12月31日現在）

得意先
手持工事高

（百万円） （％）

関西電力株式会社 16,169 5.3

官公庁 16,847 5.6

一般民間会社 269,843 89.1

計 302,859 100

 

２【事業等のリスク】

  当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はない。なお、重要事象等は存在していない。
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３【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。

 

(1）業績の状況

  当第３四半期における我が国経済は、政府の経済政策等により一部の企業収益に改善傾向が見られたものの、株

式市場の低迷や円高基調が継続するなど、景気は総じて足踏み状態で推移した。

  建設業界においては、民間建設投資は設備過剰感が依然として残り、公共工事も低調な状態で推移するなど、全般

的に消極的な動きとなった。

  このような景況下、当社グループは一定量の受注確保と利益重視の徹底を最重要課題に位置付け、積極果敢な営

業活動とともに原価の低減、採算性の向上に努めた結果、当第３四半期会計期間の当社個別の受注工事高について

は954億5千4百万円（前年同期比12.4％増）となった。当第３四半期連結会計期間の売上高は1,008億6千1百万円

（前年同期比4.9％減）、営業利益は45億1千8百万円（前年同期比144.2％増）、経常利益は49億2千万円（前年同期

比126.9％増）、四半期純利益は28億3千3百万円（前年同期比208.4％増）となった。

 

 

(2）キャッシュ・フローの状況

  当第３四半期連結会計期間において、現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、63億3千4百万円減少

（前年同四半期連結会計期間は45億7千1百万円の減少）し、当第３四半期連結会計期間末における資金の残高は、

860億5千6百万円となった。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間において、資金は39億3千8百万円の減少（前年同四半期連結会計期間は7億5千7百万

円の減少）となった。主な要因は、税金等調整前四半期純利益の計上に加え、未成工事受入金の増加などの資金の増

加要因が、未成工事支出金の増加、売上債権の増加、法人税等の支払などの資金の減少要因を下回ったことによる。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間において、資金は18億6千万円の減少（前年同四半期連結会計期間は34億3千2百万円

の減少）となった。主な要因は、定期預金の払戻、投資有価証券の売却及び償還などにより資金が増加したが、投資

有価証券の取得、有形固定資産の取得などにより資金が減少したことによる。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間において、資金は2億4千9百万円の減少（前年同四半期連結会計期間は1億9千5百万円

の減少）となった。主な要因は、短期借入金の増加などにより資金が増加したが、株式配当金の支払などにより、資

金が減少したことによる。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

  今後の見通しについては、海外経済の回復や各種の政策効果などを背景に、景気が持ち直していくとの見方もあ

るが、依然として続く厳しい雇用情勢、デフレの影響など、先行きの不透明感を払拭できない状況となっている。建

設業界においては、公共投資が低調に推移し、また民間投資は一部持ち直しの動きが見られるものの、依然として設

備過剰感が高く、受注競争の激化、採算性の悪化も予想されるなど、予断を許さない状況になっている。

  このような状況の中で、当社グループは引き続き工事量並びに利益の確保をさらに徹底し、営業・技術・施工部

門相互の密接な連携による総合力を結集するとともに、東南アジアを中心とする海外工事や省エネルギー・自然エ

ネルギー関連工事の強化・拡大に取り組んでいく。加えて、旧来の手法に拘泥することなく業務の見直しと改善を

継続するとともに、人材の獲得・育成を推し進め、強固な事業基盤と強靭な経営体質を築く所存である。

（会社の支配に関する考え方）

  当社は、企業価値の向上を図っていくことが最重要課題であると考えている。また、当社取締役会の同意を得るこ

となく行われる当社株式の大量買付け行為については、その受入れの当否は最終的には株主の皆様のご判断に委ね

るべきものであると認識しているが、明らかに株主共同の利益を害するような会社買収に対しては対抗していく所

存である。

 

 

(4）研究開発活動

  当社グループにおいては、社会並びに顧客の複雑化、多様化するニーズに対応するとともに、安全、高品質、効率的

施工の実現のために、工法・工具の改善から新技術の研究まで幅広い技術・技能の研究開発活動を行っている。

  当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は99百万円である。

 

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

  中長期的な経営戦略として当社グループは、激動の建設業界において発展成長していくために、当社グループの

生産拠点は現場である、との原点に立って、持てる強みをさらに強くし、弱みは克服して、足元を固めて強固な事業

基盤を築き上げていくとともに、「顧客満足創造企業」の具現化を目指している。

  当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性のある要因は、諸物価の高騰、世界的な金融不安といった

経済状況や得意先の倒産等による不良債権の発生などが考えられるが、市場の変化や得意先のニーズに迅速かつ適

切に対応してリスク回避に努めていく。

 

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

  ①資産の状況

  流動資産は、有価証券が増加したが、現金預金や受取手形・完成工事未収入金等の売掛債権などが減少したため、

前連結会計年度末と比べ297億4千5百万円減少し、2,830億3千9百万円となった。固定資産は、投資有価証券の評価差

益の減少などにより、前連結会計年度末と比べ21億2千6百万円減少し、1,946億7百万円となった。この結果、総資産

は前連結会計年度末と比べ318億7千1百万円減少し、4,776億4千6百万円となった。

②負債の状況

  流動負債は、支払手形・工事未払金等や未成工事受入金などが減少したため、前連結会計年度末と比べ381億5千7

百万円減少し、1,337億3千8百万円となった。固定負債は、退職給付引当金の増加などにより、前連結会計年度末と比

べ37億3千1百万円増加し、249億4千7百万円となった。この結果、負債合計は前連結会計年度末と比べ344億2千5百万

円減少し、1,586億8千5百万円となった。

③純資産の状況

  純資産は、その他有価証券評価差額金の減少などがあったが、利益剰余金が増加したため、前連結会計年度末と比

べ25億5千3百万円増加し、3,189億6千万円となった。なお、自己資本比率は前連結会計年度末から4.7ポイント上昇

し、66.7％となった。

④資金の状況

  当社グループの資金の状況については、「（2）キャッシュ・フローの状況」に記載している。
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(7）経営者の問題認識と今後の方針について

  当社グループの経営戦略は、上記(5)に記載のとおりであるが、その重点経営目標として

○  お客さま満足創造によるお客様との信頼関係のさらなる向上

○  進化し続ける強靭な企業体質の構築

○  ものづくりを支えるひとづくりの継続

を掲げて、次の経営課題に取り組み、会社改革に挑戦し続けていく。

①  事業基盤の強化

②  人材の獲得・育成・配置

③  経営体質の見直し・強化
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 266,065,080 266,065,080

大阪証券取引所

市場第一部

東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は1,000株

である。

計 266,065,080 266,065,080－ －

（注）  昭和19年８月26日設立時の現物出資額  2,360株（建物・機械・工具：118千円）

 

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項なし。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項なし。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 266,065,080 － 26,411,487 － 29,657,255

 

（６）【大株主の状況】

  大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないので、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載している。

①【発行済株式】

　 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
  （自己保有株式）

普通株式   18,812,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  245,520,000 245,520 －

単元未満株式 普通株式    1,733,080 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 266,065,080 － －

総株主の議決権 － 245,520 －

（注）  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式227株、株式会社証券保管振替機構名義の株式881株

がそれぞれ含まれている。

 

②【自己株式等】

　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社きんでん

大阪市北区本庄東

２丁目３－41
18,812,000 － 18,812,0007.07

計 － 18,812,000 － 18,812,0007.07

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高（円） 850 825 830 808 794 783 760 747 785

最低（円） 808 758 757 748 722 716 680 671 721

（注）  最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第一部におけるものである。
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３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

  役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏  名 異動年月日

取締役

副社長

代表取締役

技術本部・情報通信エンジ

ニアリング本部・環境設備

本部担当

京都研究所長

営業担当

取締役

副社長

代表取締役

技術本部・情報通信エンジ

ニアリング本部担当

京都研究所長

営業担当

大石  忠彦 平成22年７月16日

  なお、上記以外に平成22年７月16日付の組織改正に伴い、執行役員技術本部環境設備統轄部長上野基成が執行役員

環境設備本部長兼空調管統轄部長兼環境エンジニアリング部長に異動した。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載している。

  なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、並びに、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び

当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、大

阪監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 34,138 56,818

受取手形・完成工事未収入金等 ※4
 115,023 129,853

有価証券 52,997 38,000

未成工事支出金 ※3
 67,021

※3
 70,102

その他のたな卸資産 ※1
 5,807

※1
 7,373

その他 14,327 16,272

貸倒引当金 △6,276 △5,635

流動資産合計 283,039 312,784

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 84,740 83,572

土地 57,143 57,154

その他 49,544 49,193

減価償却累計額 △79,001 △76,325

有形固定資産合計 112,426 113,595

無形固定資産 1,771 1,809

投資その他の資産

投資有価証券 62,905 64,402

その他 23,841 24,488

貸倒引当金 △6,339 △7,562

投資その他の資産合計 80,408 81,328

固定資産合計 194,607 196,733

資産合計 477,646 509,518

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 48,048 60,402

短期借入金 17,497 16,708

未払法人税等 3,844 9,140

未成工事受入金 44,959 51,317

工事損失引当金 ※3
 2,683

※3
 2,604

完成工事補償引当金 310 333

その他 16,395 31,390

流動負債合計 133,738 171,896

固定負債

退職給付引当金 20,247 19,975

役員退職慰労引当金 219 207

その他 4,479 1,031

固定負債合計 24,947 21,215

負債合計 158,685 193,111
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 26,411 26,411

資本剰余金 29,848 29,848

利益剰余金 269,693 264,420

自己株式 △15,855 △15,827

株主資本合計 310,097 304,852

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,042 12,226

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 △1,458 △949

評価・換算差額等合計 8,584 11,276

少数株主持分 278 277

純資産合計 318,960 316,406

負債純資産合計 477,646 509,518
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

完成工事高 327,046 314,078

完成工事原価 280,494 270,271

完成工事総利益 46,551 43,806

販売費及び一般管理費 ※1
 31,840

※1
 29,783

営業利益 14,711 14,023

営業外収益

受取利息 269 294

受取配当金 703 759

持分法による投資利益 28 17

その他 752 1,059

営業外収益合計 1,754 2,132

営業外費用

支払利息 185 182

為替差損 163 350

その他 389 276

営業外費用合計 737 810

経常利益 15,728 15,345

特別利益

前期損益修正益 ※2
 43

※2
 494

固定資産売却益 3 193

投資有価証券売却益 91 131

投資有価証券償還益 － 456

特別利益合計 138 1,276

特別損失

固定資産売却損 23 4

固定資産除却損 40 7

減損損失 120 28

投資有価証券評価損 214 674

会員権評価損 3 4

特別損失合計 402 718

税金等調整前四半期純利益 15,464 15,903

法人税等 ※3
 7,446

※3
 6,792

少数株主損益調整前四半期純利益 － 9,110

少数株主利益 9 5

四半期純利益 8,008 9,105
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　　【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

完成工事高 106,028 100,861

完成工事原価 92,951 86,628

完成工事総利益 13,076 14,232

販売費及び一般管理費 ※1
 11,226

※1
 9,714

営業利益 1,850 4,518

営業外収益

受取利息 85 91

受取配当金 263 296

持分法による投資利益 － 15

その他 251 262

営業外収益合計 600 666

営業外費用

支払利息 46 41

為替差損 66 67

持分法による投資損失 6 －

その他 162 155

営業外費用合計 281 264

経常利益 2,168 4,920

特別利益

前期損益修正益 － ※2
 0

固定資産売却益 2 137

投資有価証券売却益 91 110

投資有価証券償還益 － 161

特別利益合計 93 409

特別損失

固定資産売却損 7 2

固定資産除却損 17 4

減損損失 103 －

投資有価証券評価損 49 278

会員権評価損 0 1

特別損失合計 179 286

税金等調整前四半期純利益 2,082 5,043

法人税等 ※3
 1,166

※3
 2,206

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,836

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3 2

四半期純利益 918 2,833
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 15,464 15,903

減価償却費 3,759 3,681

減損損失 120 28

のれん償却額 164 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 465 △576

工事損失引当金の増減額（△は減少） △560 79

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,256 274

受取利息及び受取配当金 △973 △1,054

支払利息 185 182

為替差損益（△は益） 129 218

持分法による投資損益（△は益） △28 △17

投資有価証券評価損益（△は益） 214 674

会員権評価損 3 4

有形固定資産売却損益（△は益） 19 △189

有形固定資産除却損 40 7

投資有価証券売却損益（△は益） △91 △131

投資有価証券償還損益（△は益） － △456

売上債権の増減額（△は増加） 42,567 14,641

未成工事支出金の増減額（△は増加） 991 3,049

仕入債務の増減額（△は減少） △31,385 △12,053

未成工事受入金の増減額（△は減少） 7,514 △6,260

その他 626 △7,508

小計 41,485 10,495

利息及び配当金の受取額 1,018 1,092

利息の支払額 △196 △182

法人税等の支払額 △14,112 △11,843

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,194 △437

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,060 △1,499

定期預金の払戻による収入 6,756 2,651

有形固定資産の取得による支出 △4,661 △2,891

有形固定資産の売却による収入 110 232

投資有価証券の取得による支出 △5,064 △4,902

投資有価証券の売却及び償還による収入 8,289 2,667

子会社株式の取得による支出 △53 －

貸付けによる支出 △529 △23

貸付金の回収による収入 560 34

その他 △544 △103

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,803 △3,833
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 264 797

長期借入金の返済による支出 △58 －

自己株式の取得による支出 △25 △29

自己株式の売却による収入 2 1

配当金の支払額 △3,462 △3,832

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

その他 △85 △140

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,367 △3,206

現金及び現金同等物に係る換算差額 △121 △657

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 26,508 △8,134

現金及び現金同等物の期首残高 49,995 94,191

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 76,504

※1
 86,056
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日）

会計処理基準に関する

事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」の適用

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平

成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

21号  平成20年３月31日)を適用している。これによる損益に与える影響はない。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日）

　

（四半期連結損益計算書関係）

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。

 

　
当第３四半期連結会計期間
（自  平成22年10月１日
    至  平成22年12月31日）

　

（四半期連結損益計算書関係）

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日）

たな卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度

末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっている。

 

固定資産の減価償却費

の算定方法

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して

算定する方法によっている。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日）

税金費用の算定方法   税金費用の算定については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて計算する方法を採用している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１   その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりである。   その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりである。

　 材料貯蔵品 5,801百万円

商品 6百万円

合計 5,807百万円

材料貯蔵品 7,366百万円

商品 6百万円

合計 7,373百万円

２ 保証債務

  連結会社以外の会社について、債務保証を行ってい

る。

保証債務

  連結会社以外の会社について、債務保証を行ってい

る。

　 BAN－BANテレビ㈱ 110百万円 BAN－BANテレビ㈱ 20百万円

※３   損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

いる。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は1,730百

万円である。

  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

いる。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は2,177百

万円である。

※４   四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理している。

  なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手形が四半期連結会計期間末日

残高に含まれている。

――――

　

　 受取手形 151百万円 　

　

（四半期連結損益計算書関係）

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日）

※１   販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

 従業員給料手当 13,400百万円

退職給付費用 1,702百万円

役員退職慰労引当金繰入額 31百万円

貸倒引当金繰入額 685百万円

従業員給料手当 13,274百万円

退職給付費用 1,640百万円

役員退職慰労引当金繰入額 33百万円

貸倒引当金繰入額 21百万円

※２   前期損益修正益の内訳は、次のとおりである。   前期損益修正益の内訳は、次のとおりである。

 

 

 

貸倒引当金戻入額 43百万円 貸倒引当金戻入額 494百万円

償却済債権取立額 0百万円

合計 494百万円

※３   「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

は一括して「法人税等」と記載している。

同左
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前第３四半期連結会計期間
（自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日）

※１   販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

 

 

 

 

従業員給料手当 4,408百万円

退職給付費用 547百万円

役員退職慰労引当金繰入額 9百万円

貸倒引当金繰入額 1,028百万円

従業員給料手当 4,354百万円

退職給付費用 535百万円

役員退職慰労引当金繰入額 11百万円

貸倒引当金繰入額 148百万円

※２ ――――

 

前期損益修正益の内訳は、次のとおりである。 

償却済債権取立額 0百万円

※３   「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

は一括して「法人税等」と記載している。

同左

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日）

※１   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成

21年12月31日現在）

  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成

22年12月31日現在）

 現金預金勘定 39,280百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△776百万円

取得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
38,000百万円

現金及び現金同等物 76,504百万円

現金預金勘定 34,138百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△1,080百万円

取得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
52,997百万円

現金及び現金同等物 86,056百万円

 

（株主資本等関係）

 

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日  至

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  266,065千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式   18,834千株

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額(円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 2,349 9.5平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

平成22年10月29日

取締役会
普通株式 1,483 6.0平成22年９月30日平成22年11月30日利益剰余金

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

 

  該当事項なし。
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（セグメント情報等）

 

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日  至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日  至平成21年12月31日）

  全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める設備工事業（建設事業）の割合がいずれも90％を

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日  至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日  至平成21年12月31日）

  全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略した。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日  至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日  至平成21年12月31日）

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。

　

【セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日  至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成22年４月１日  至平成22年12月31日）

  報告セグメントは設備工事業（建設事業）のみであるため、記載を省略した。

 

（追加情報）

  第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日）を適用している。

　

（資産除去債務関係）

 

  当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

  風力発電事業を営む子会社の設備について、地上権設定契約及び土地賃貸契約に基づき、設備の撤去時における

原状回復に係る債務を有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間や将来設備を撤去する予定について

明確でないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上

していない。
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（１株当たり情報）

 

１．１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,289.01円 1,278.49円

 

２．１株当たり四半期純利益

　
前第３四半期連結累計期間
（自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益 32.39円 36.83円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載していない。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第３四半期連結累計期間
（自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日）

四半期純利益 （百万円） 8,008 9,105

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 8,008 9,105

普通株式の期中平均株式数 （千株） 247,289 247,253

 

　
前第３四半期連結会計期間
（自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益 3.71円 11.46円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載していない。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第３四半期連結会計期間
（自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日）

四半期純利益 （百万円） 918 2,833

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 918 2,833

普通株式の期中平均株式数 （千株） 247,281 247,243

 

（重要な後発事象）

 

  当社は、平成23年２月８日開催の常勤取締役会で、退職金規程の改訂及び退職年金規程の廃止を決議した。これに

より、過去勤務債務（利益）が発生する見込みであるが、金額については現在算定中である。

  なお、改訂日が決算日から大きく離れていないため、退職金給付債務の数理計算は決算日現在で行い、当期の損益

に与える影響はない。 
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２【その他】

  中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1）決議年月日                              平成22年10月29日

(2）中間配当金総額                               1,483百万円

(3）１株当たりの額                                  ６円00銭

(4）支払請求の効力発生日及び支払開始日      平成22年11月30日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成22年２月12日

株式会社きんでん

取締役会  御中

 

大阪監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 前    田    雅    行    印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 池    尻    省    三    印

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社きんでんの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された

手続により行われた。

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きんでん及び連結子会社の

平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  追記情報

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、会社は、第１四

半期連結会計期間より工事契約に関する会計基準及び工事契約に関する会計基準の適用指針を適用して

いる。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以  上

　 

　
（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成23年２月14日

株式会社きんでん

取締役会  御中

 

大阪監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 前    田    雅    行    印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 池    尻    省    三    印

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社きんでんの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された

手続により行われた。

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きんでん及び連結子会社の

平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以  上

　 

　
（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社きんでん(E00075)

四半期報告書

29/29


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

